
 

平成２９年９月４日 

 

広 報 資 料 

（経済・市政同時) 

 

公益財団法人京都高度技術研究所 

（担当 中小企業成長支援部 TEL366-5229） 

京 都 市 産 業 観 光 局 

（担当 新産業振興室 TEL222-3324） 

 

 

 

オスカー認定審査委員会における企業の認定について 
 

 

この度、京都市及び公益財団法人京都高度技術研究所では、本年９月１日（金）に

開催した「オスカー認定審査委員会」において、下記の６企業をオスカー認定しまし

たので、お知らせします。 

 

記 

 

企 業 名 株式会社青木光悦堂 

(フリガナ) 

代 表 者 名 

アオキ タカアキ 

青木 隆明 役 職 名 代表取締役社長 

所 在 地 
〒607-8179 
京都市山科区大宅御所田町３０－３ 

設 立 年 月 1976 年 7 月 資 本 金 1,000 万円 

電 話 番 号 075-592-8773 従 業 員 数 25 名 

Ｆ Ａ Ｘ 075-592-8370 Ｅ -Ｍ ail t.aoki@aokikouetudou.com 

Ｕ Ｒ Ｌ http://aokikouetudou.com/ 

事 業 内 容 
菓子卸売業（オリジナルブランド菓子「こころなごむ故郷の銘菓」等販売、

高齢者向け菓子の宅配） 

事業計画の 

テーマ 

オリジナルブランド「こころなごむ故郷の銘菓」を生かし、業界初の高齢

者施設へ全国の菓子を『カシデリ』する経営革新を行う。 

事業計画の 

内容・特徴 

全国から多品種のお菓子を調達し、スピーディに納品できる仕組みを生か

して高齢者施設向けにお菓子の宅配サービス「カシデリ」を展開する。宅

配サービスのメニューは社員が飽きのこない味や形、柔らかさを食味検査

し、お年寄りが好む季節感豊かな美味しいお菓子をカレンダー形式にて提

供することで他社との差別化を図り、経営革新を行う。 

 

 



企 業 名 有限会社アドバンク 

(フリガナ) 

代 表 者 名 

ワタナベ イサオ 

渡邉 功 役 職 名 代表取締役 

所 在 地 
〒600-8146 
京都市下京区七条通東洞院東入材木町 499-2 第 1 キョートビル 

設 立 年 月 1999 年 6 月 資 本 金 300 万円 

電 話 番 号 075-352-3811 従 業 員 数 18 名 

Ｆ Ａ Ｘ 075-352-3822 Ｅ -Ｍ ail i-watanabe@adbank.co.jp 

Ｕ Ｒ Ｌ http://adbank.co.jp/ 

事 業 内 容 印刷業（食品スーパーマーケットチラシの企画・制作・印刷） 

事業計画の 

テーマ 
アナログ（折込新聞）とデジタル（ＡＲ）を融合したクロスメディア戦略

事業計画の 

内容・特徴 

食品スーパー向けチラシに特化した企画印刷に加えて、自社開発した集客

アプリ「コラボレＡＲ(※)」を組み合わせて食品スーパーに利便性の高い仕

組みを提供することで新規顧客を増やし、業績拡大を実現する。 

(※)拡張現実を用いたアプリ。チラシに会員限定の特価情報等を埋め込み、スマホをか

ざすとチラシにはない情報が浮き上がって見える。リアルタイムで販促展開が可能なツ

ールである。 

 

企 業 名 コスメディ製薬株式会社 

(フリガナ) 

代 表 者 名 

カミヤマ フミオ 

神山 文男 役 職 名 代表取締役 

所 在 地 
〒601-8014 
京都市南区東九条河西町 32 

設 立 年 月 2001 年 5 月 資 本 金 2 億 7,000 万円 

電 話 番 号 075-950-1510 従 業 員 数 54 名 

Ｆ Ａ Ｘ 075-950-1512 Ｅ -Ｍ ail informer@cosmed-pharm.co.jp 

Ｕ Ｒ Ｌ http://www.cosmed-pharm.co.jp/ 

事 業 内 容 
化粧品製造業（TTS 及びマイクロニードル製剤の研究開発、オリジナル化

粧品等の製造・販売） 

事業計画の 

テーマ 

マイクロニードル技術を応用した自社初のブランド化粧品「クオニス」の

通信販売事業の立ち上げにより B to B のみから B to C の販売ルートを構

築し、より高収益なビジネスモデルを展開してゆく。 

事業計画の 

内容・特徴 

自社開発のマイクロニードル(※)を化粧品に応用した「クオニス」は、従来

注射でしか皮膚へ入れることが出来なかった成分を手で貼るだけで容易に

皮膚に浸透させ、継続的に使用することで顕著な効果が期待できる。 

ブランドイメージキャラクターの起用や広告掲載等を積極的に行い、国内

外での拡販を図り、安定した利益の確保を実現する。 

(※)ヒアルロン酸などで作った針（針長約 0.8mm-0.2mm）を剣山状に並べたシート 



 

企業名 株式会社阪村エンジニアリング 

(フリガナ) 

代 表 者 名 

マツイ マサヒロ 

松井 正廣 役 職 名 代表取締役社長 

所 在 地 
〒613-0911 
京都市伏見区淀木津町４１６ 

設 立 年 月 1999 年 10 月 資 本 金 1,200 万円 

電 話 番 号 075-631-5560 従 業 員 数 20 名 

Ｆ Ａ Ｘ 075-631-2982 Ｅ -Ｍ ail info@sakamura-eng.co.jp 

Ｕ Ｒ Ｌ http://www.sakamura-eng.co.jp/ 

事 業 内 容 
生産用機械器具製造業 

（冷間鍛造金型の設計・販売、超硬合金パンチピン製造・販売） 

事業計画の 

テーマ 

冷間鍛造用金型の構造体の革新と研削加工技術による新たな高精度・高寿

命ダイスの提案により自動車用ナットメーカー市場へ参入する。 

事業計画の 

内容・特徴 

これまでに培った金型設計ノウハウ及び国内シェア 50％以上の六角超硬

パンチピン製造による鏡面仕上研削加工技術を生かし、従来の金型と比較

して約 10 倍の長寿命金型を開発・製造することで自動車用ナットメーカー

のコスト減に貢献し、販路を拡大する。 

 

 

企 業 名 株式会社ユウコス 

(フリガナ) 

代 表 者 名 

ミチイ ヒロオ 

道井 博夫 役 職 名 代表取締役 

所 在 地 
〒615-8033 
京都市西京区下津林大般若町３７ 

設 立 年 月 1999 年 3 月 資 本 金 1,000 万円 

電 話 番 号 075-382-2833 従 業 員 数 12 名 

Ｆ Ａ Ｘ 075-382-2834 Ｅ -Ｍ ail michii@ucos.co.jp 

Ｕ Ｒ Ｌ http://www.ucos.co.jp/ 

事 業 内 容 
印刷・製本・紙工関連機器製造業 

（オンデマンドプリンタの周辺機器の開発・製造・販売） 

事業計画の 

テーマ 

世界のプリント物加飾市場に自社が開発した業界初のドライコートシステ

ム機を投入し、当社の経営に更なる安定性と革新性をもたらす。 

事業計画の 

内容・特徴 

ドライコート加工やラミネート加工、箔加工等の複合技術を生かして高付

加価値の加飾印刷機を開発・製造し、大手印刷機器メーカーとのコラボレ

ーションや積極的な海外展開を図り、更なる販路拡大を実現する。 

 

 

 



 

企 業 名 株式会社ライフ住宅販売 

(フリガナ) 

代 表 者 名 

シマモト タケオ 

島本 猛男 役 職 名 代表取締役 

所 在 地 
〒600-8385 
京都市下京区五坊大宮町９６－６ 

設 立 年 月 1999 年 4 月 資 本 金 1,000 万円 

電 話 番 号 075-813-3700 従 業 員 数 13 名 

Ｆ Ａ Ｘ 075-813-3737 Ｅ -Ｍ ail info@c21-life.com 

Ｕ Ｒ Ｌ http://www.c21-life.com/ 

事 業 内 容 
不動産代理業・仲介業 

（土地建物販売・仲介、空き家調査・活用事業） 

事業計画の 

テーマ 

「ドアツードア」での空き家探しと、適切な個別提案という新しいビジネ

スモデルで古都京都の活性化を目指す企業として経営革新を行う。 

事業計画の 

内容・特徴 

京町家をはじめとした物件集めを目的とする空き家探しに特化し、営業担

当者が担当地域を徹底的に複数回調査する。そして、独自のシステム・ノ

ウハウにより空き家所有者へ売却や賃貸、リフォーム等の有効活用を提案

することで京都地域の空き家解消に貢献し、経営革新を行う。 

 

 

[参考] オスカー認定制度 

 

１ 概 要 

  優れた技術や製品、サービスを持つ中小企業から、新商品の開発や経営管理の効

率化、積極的な販路拡大等を通じて経営革新を図るための事業計画（パワーアップ

プラン）を募集・審査し、企業価値の向上により持続的に成長することが期待され

る中小企業をオスカー認定します。 

認定企業には、当財団のコーディネータ等によるサポートや、専門家の派遣など

計画の実現に向けた総合的な支援を実施します。 

２ 募集内容 

  新商品の開発、新たな生産・販売方式や経営管理方法の導入などを通じて、経営

革新を図るための事業計画（パワーアッププラン） 

３ 応募資格 

  ・京都市内に本店、支店、営業所、工場その他事業所を有する中小企業者である

こと。 

・創業または法人設立から１０年以上を経過している中小企業者であること。 

・みなし大企業に該当しない中小企業者であること。 

認定を受けること自体がアカデミー賞を受賞するぐらいの名誉

となることを目指して命名。後輩企業への指導的役割も期待して

います。 



４ 審査委員 

 氏名 主な役職       （敬称略）

委員長 佐藤  研司 
龍谷大学 名誉教授 

マーケティング・サイエンス 代表 

委員 

（五十音順） 

上 田  誠 京都市産業観光局長 

小谷 眞由美 株式会社ユーシン精機 代表取締役社長 

武田  一平 
ニチコン株式会社 代表取締役会長 

公益社団法人京都工業会 副会長 

西本  清一 

公益財団法人京都高度技術研究所 理事長 

地方独立行政法人京都市産業技術研究所 理事長 

京都大学 名誉教授 

長谷川  亘 

京都コンピュータ学院・京都情報大学院大学・京都自動車

専門学校 統括理事長・教授 

一般社団法人京都府情報産業協会 会長 

一般社団法人全国地域情報産業団体連合会 会長 

一般社団法人日本 IT 団体連盟 代表理事 筆頭副会長 

森本  一成 京都工芸繊維大学 名誉教授 

山脇  康彦 一般社団法人京都府中小企業診断協会 会長 

吉田  忠嗣 吉忠株式会社 代表取締役社長 

 

５ オスカー認定企業に対する支援 

(１)フォローアップ支援  

当財団のコーディネータが、計画実現に向けた適切なアドバイスや経営力向上の

ための相談対応を行います。また、セミナーや助成制度等の支援情報提供、他機関

（行政機関、大学等）への紹介を行います。 

(２)専門家派遣  

弁護士や中小企業診断士等の専門家を無料で派遣し、診断やアドバイスを行いま

す（※１企業につき年間５回まで）。 

(３)各種助成制度  

研究開発、新市場や事業展開の可能性調査、展示会出展、ブランド力強化等に関

して、当財団が実施する助成制度が利用できます（※別途審査があります）。 

(４)販路開拓・技術マッチング支援  

特長のある技術・製品を有するものづくり企業の販路開拓や技術提携先の開拓を

支援します（首都圏・中京圏・関西圏での販路開拓支援、他機関・他都市との連携

による広域的な技術連携支援、外注・協力企業の紹介等）。 

(５)海外展開支援  

海外展開を目指す企業に対し、他機関とも連携し、総合的な支援を行います。ま



た、技術・製品開発や外国への特許出願等に要する費用の一部を補助します（※別

途審査があります）。 

(６)企業ＰＲ  

当財団ホームページや情報誌への掲載、メディアへの積極的なＰＲにより、企業

の広報活動を応援します。 

(７)認定ロゴマークの使用  

オスカー認定企業はオスカー認定ロゴマークを名刺、ホームページ等に使用でき

ます。 

(８)確認書等の発行  

当財団は、中小企業経営力強化支援法に基づく「経営革新等支援機関」に認定さ

れており、国が実施する補助制度等の申請時に必要となる場合がある「確認書」等

の発行が可能です。 

(９)京都オスカークラブへの入会  

オスカー認定企業で構成される京都オスカークラブに加入していただくことで、

異業種交流の機会を提供します（※別途費用負担があります）。 

(１０)京都市が実施する支援  

拠点立地支援 

・京都型グローバル・ニッチ・トップ企業育成補助金 

京都市内で事業所を新増設する際、新たに取得した固定資産（土地を除く）に

係る固定資産税及び都市計画税相当額の補助を５年間受けることができます。 

・埋蔵文化財調査費 

京都市内で事業所を新増設する際、埋蔵文化財調査の必要がある場合、上限５

千万円の補助を受けることができます。 

その他の支援 

・京都市内公的インキュベーション施設賃料助成制度 

京都市内の公的インキュベーション施設（京大桂ベンチャープラザ、クリエイ

ション・コア京都御車）への入居に対し、賃料補助の優遇があります。 

 ・京都市ベンチャー購買新商品認定制度 

新規性や独創性のある優れた商品又は役務を、京都市が随意契約で調達できる

制度で、新たな事業分野を開拓しようとする認定企業の販路開拓を支援します（※

別途審査があります）。 

・京都市中小企業融資制度 

オスカー認定企業を対象とする「京都市関連認定制度資金」をはじめ、各種融

資制度が利用できます（※別途金融機関の審査があります）。 

６ オスカー認定状況 

認定企業数 

平成１４年度～平成２０年度 １００ 

平成２２年度～（今回の認定企業を含む） ７７ 

合 計 １７７ 

 ※オスカー認定制度は平成１４年度から２０年度まで実施し１００社を認定。 

京都経済の中核を担う中小企業を育成するため平成２２年度に再開。 


